
初期値 目標値

23年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 毎年度

86.7% 74.7% 81.9% 85.5% 86.7% 86.6% 82%

- - - - -

初期値 目標値

23年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 28年度

9,270ha 6,716ha 6,964ha 7,605ha 9,270ha 9,497ha 14,700ha

- - - - -

初期値 目標値

年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

①74件
（21年度）
②115施設
（23年度）
③217人
（22年度）

①80件

②113施設

③212人

①74件

②114施設

③221人

①69件

②113施設

③217人

①46件

②115施設

③221人

①集計中

②118施設

③232人

①80件
（27年度）
②140施設
（28年度）
③240人
（27年度）

125　文化・学術・研究拠点の
整備の推進（①筑波研究学
園都市における国際会議開
催数、②関西文化学術研究
都市における立地施設数、③
関西文化学術研究都市にお
ける外国人研究者数）

実績値
評価

①B-2

②B-2

③A-2

124　都市再生誘発量（基盤
整備等により、民間事業者等
による投資が可能となった面
積の合計）

実績値
評価

B-2
年度ごとの目標値

施策目標個票
（国土交通省24－㉕）

施策目標 都市再生・地域再生を推進する

施策目標の概要及び
達成すべき目標

都市・地域の魅力ある将来像を実現するため、都市の競争力・成長力を高めるとともに、地域の活性化を図るなど、都市再
生・地域再生を推進する。

施策目標の評価、達成
状況及び今後の方向性

施策目標の評価 「おおむね順調である」

施策目標の達成状況
及び今後の方向性

　国際的な都市間競争の激化等に対応した活力ある都市の再生に向けた施策を実施すると
ともに、地域が抱える様々な課題を踏まえ、魅力ある地域の再生に向けた施策を実施した。
目標達成に向け着実に進んでいる施策がある一方、経済社会情勢の変化等により、今後も
目標達成に向け努力が必要である施策が存在している。そのため施策のさらなる改善を含
め、引き続き、都市の競争力・成長力を高めるとともに、地域の活性化を図るため、都市の
再生、地域の再生に向けた施策を実施していく。

123　全国の地方圏における
大都市圏との間の転出者数
に対する転入者数の割合

実績値
評価

A-2
年度ごとの目標値

- - - - -

初期値 目標値

- 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 毎年度

- - - 0.94 1.01 集計中
全国の増加

率比1.00以上

- - 1.00以上 1.00以上 1.00以上

初期値 目標値

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 24年度

59% 62% 65% 67% 68% 68% 100%

- - - - -

初期値 目標値

23年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 28年度

3件 - - - 3件 7件 11件

- - - - -

初期値 目標値

23年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 24～28年度の平均

11.6倍 6.1倍 6.8倍 22.8倍 11.6倍 3.8倍 12.0倍

- - - - -

初期値 目標値

20年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

45%（4.5万台） 45%（4.5万台） 39%（3.9万台） 47%（4.7万台） 45%（4.5万台） 集計中 100%（約10万台）

- - - - -

初期値 目標値

20年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

36.9% 36.9% 37.7% 38.5% 39.3% 40.0% 41.0%

- - - - -

年度ごとの目標値

127　高齢者が無理することな
く除雪できる体制が整備され
た市町村の割合

実績値
評価

B-3-②
年度ごとの目標値

126　半島地域の観光入込客
数（増加率）と全国の観光入
込客数（増加率）の比

実績値
評価

A-2

年度ごとの目標値

129　民間都市開発の誘発係
数（民都機構が係わった案件
の総事業費を当該案件の民
都機構支援額で除したもの）

実績値
評価

B-2
年度ごとの目標値

128　特定都市再生緊急整備
地域において、官民により設
置された協議会が作成した整
備計画の数

実績値
評価

A-2
年度ごとの目標値

131　都市機能更新率（市街
地再開発事業等により４階建
以上の建築物へ更新された
宅地面積の割合）

実績値
評価

A-2
年度ごとの目標値

130　駐車場法に基づく自動
二輪車駐車場供用台数

実績値
評価

B-2
年度ごとの目標値

業績指標
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初期値 目標値

21年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 26年度

前年度比
0.16%減

0.04%減 0.16%減 0.35%減 0.04%増 集計中
前年度比

1.0%増

- - - - -

初期値 目標値

23年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 28年度

79%（63地区） 60%（48地区） 66%（53地区） 73%（58地区） 79%（63地区） 83%（66地区） 100%（80地区）

- - - - -

初期値 目標値

- 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 毎年度

-
前年度比

+0%
前年度比

+0%
前年度比

+0%
前年度比

+0%
集計中

前年度比
+0%以上

前年度比+0%以上 前年度比+0%以上 前年度比+0%以上 前年度比+0%以上 前年度比+0%以上

初期値 目標値

22年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 27年度

46%
（約320万人）

47%
（約330万人）

49%
（約340万人）

46%
（約320万人）

70%
（約490万人）

133%
（約930万人）

100%
（約700万人）

- - - - -

22年度 23年度 24年度 25年度

28,245 32,879 34,391 33,708

39 7,676 45,000 -

51,479 1,107 5,040 -

79,763 41,661 84,431 33,708

72,274 30,995

年度ごとの目標値

132　中心市街地人口比率の
増加率

実績値
評価

B-1

年度ごとの目標値

134　主要な拠点地域におけ
る都市機能集積率の増減率

実績値
評価

A-2

年度ごとの目標値

133　物流拠点の整備地区数

実績値
評価

A-2

135　在宅型テレワーカー（ＩＴ
を活用して、場所と時間を自
由に使った柔軟な働き方を週
８時間以上する人のうち、自
宅を含めてテレワークを行っ
ている人）人口

実績値
評価

A-2
年度ごとの目標値

施策の予算額・執行額等
【参考】

区分 26年度要求額

予算の
状況

（百万円）

当初予算（a）

補正予算（b）

前年度繰越等（c）

合計（a＋b＋c）

執行額（百万円）
72,274 30,995

1,107 5,040

6,383 5,625

執行額（百万円）

翌年度繰越額（百万円）

不用額（百万円）

学識経験を有する者の
知見の活用

国土交通省政策評価会（平成25年6月14日）

※上記のほか、社会資本整備総合交付金等（22年度：22,000億円、23年度：17,539億円、24年度：15,858億円、25年度：19,594億円）の内数、
内閣府に計上された地域自主戦略交付金（23年度：5,120億円、24年度：8,329億円）等の内数がある。

担当部局名

 担当局：都市局

 関係局：国土政策局
              住宅局
              港湾局

作成責任者名

担当課：
都市局都市政策課
（課長　黒川　剛）

関係課：
国土政策局地方振興
課
（課長　木下　一也）
住宅局市街地建築課
（課長　杉藤　崇）
市街地建築課市街地
住宅整備室
（室長　真鍋　純）
港湾局計画課官民連
携推進室
（室長　西尾　保之）

政策評価実施時期 平成25年8月
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業績指標１２３ 

 全国の地方圏における大都市圏との間の転出者数に対する転入者数の割合 

 

 

（指標の定義） 

全国の大都市圏から地方圏への転入者数を地方圏から大都市圏への転出者数で除した数値 

（大都市圏から地方圏への転入者数）／（地方圏から大都市圏への転出者数） 

※大都市圏・・・三大都市圏（東京圏、名古屋圏、関西圏） 

  地方圏・・・・・三大都市圏以外の地域 

 （東京圏：東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県   名古屋圏：岐阜県、愛知県、三重県 

  関西圏：大阪府、京都府、兵庫県、奈良県） 

（目標設定の考え方・根拠） 

ここ５年間（平成１８年度～平成２３年度）の実績は８．８ポイント増加となっているが、それまでの４年間は減

少傾向であり、短期変動の可能性があるので、ここ１０年間（平成１３年度～平成２３年度）の平均値である８１．

９％を近年の平均的な傾向ととらえることとする。その上で、ＵＪＩターンや二地域居住の地方定住を支援する施策

として、地域活性化及び地域振興を図り、積極的な環境構築を行っていく中で地方圏への転入者の比率を維持させて

いく。そのため、平成２８年度では過去１０年間の平均値である８２％を下回らないことを目標とする。 

（外部要因） 

・景気の動向（都市部と地方部との景気格差拡大） 

・総人口の減少 

（他の関係主体） 

 地方公共団体 

（重要政策） 

 【施政方針】 

  なし 

 【閣議決定】 

  なし 

 【閣決（重点）】 

  なし 

 【その他】 

  なし 

 

過去の実績値 （年度） 

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ 

７７．９％ ７４．８％ ７４．７％ ８１．９％ ８５．５％ ８６．７％ ８６．６％ 
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（％）
全国の地方圏から大都市圏への転出者数に対する大都市圏から

地方圏への転入者数の比率

 

評 価 

 

Ａ―２ 

 

目標値：  ８２％（毎年度） 

実績値：８６．６％（平成２４年度） 

初期値：８６．７％（平成２３年度） 
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事務事業の概要 

主な事務事業の概要 

大都市と地方、都市と農村漁村の交流・連携を促す集落活性化推進のための補助を行うとともに、地域活性化を

推進するために地域づくりの情報発信等の支援を行う。 

 予算額３４０百万円（平成２４年度） 

関連する事務事業の概要 

該当なし 

 

測定・評価結果 

目標の達成状況に関する分析 

（指標の動向） 

平成２４年度の実績値は、前年度比で０．１ポイント減少して８６．６％となっているものの、目標を達成して

いる。 

（事務事業の実施状況） 

・人口減少や高齢化が先行・加速する条件不利地域（過疎、山村、半島、離島、豪雪地域）において、定住人口の

流出抑制及び交流人口の増加を目的として、市町村の創意工夫により、その所有する廃校舎等の既存公共施設（ス

トック）を活用した、公益サービスの集約化施設、地域産業施設又は地域間交流施設等への改修整備を支援した。

・市町村が行う地方体験交流支援事業の実施の情報について、国土交通省ＨＰへ掲載するとともに、大学等に対し

て情報提供した。 

課題の特定と今後の取組みの方向性 

・平成２４年度の実績値は、前年度比で０．１ポイント減となっている。 

・これは、大都市圏から地方圏への転入者数、地方圏から大都市圏への転出者数ともに微減となっていることから、

実績値でも前年度比でほぼ横ばいとなっているためである。 

・実績値は目標値を超えており、今後ともこの傾向を持続し、地域活性化及び地域振興を図るため、平成２５年度

も引き続き施策を実施していくことが必要であることから、Ａ－２と評価した。 

 

平成２５年度以降における新規の取組みと見直し事項 

（平成２５年度） 

なし 

（平成２６年度以降） 

 なし 

 

担当課等（担当課長名等） 

担当課：国土政策局地方振興課（課長 木下 一也）  
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業績指標１２４ 

 都市再生誘発量（基盤整備等により、民間事業者等による投資が可能となった面積の合計） 

 

 

（指標の定義） 

我が国の都市構造を、豊かな都市再生や経済活動を実現できるレベルへと再構築し、健全で活力ある市街地の整備

などを通じて都市再生が誘発された量。都市再生総合整備事業や都市再生区画整理事業といった基盤整備等により、

民間事業者等による都市再生に係る投資が可能となった面積の合計を計上。 

（目標設定の考え方・根拠） 

民間投資を誘発する市街地整備などのこれまでの実績や今後の事業計画等をもとに算出。 

（外部要因） 

該当なし 

（他の関係主体） 

 地方公共団体、都市再生機構等（事業主体） 

（重要政策） 

 【施政方針】 

  なし 

 【閣議決定】 

  なし 

 【閣決（重点）】 

  なし 

 【その他】 

  なし 

 

過去の実績値                                            （年度）

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ 

2,316 ha 3,045 ha 3,682 ha 3,878 ha 5,401 ha 6,716 ha 6,964 ha 7,605ha 9,270ha 9,497ha 
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評 価 

 

Ｂ－２ 
 

目標値：１４，７００ ｈａ（平成２８年度） 

実績値： ９，４９７ ｈａ（平成２４年度） 

初期値： ９，２７０ ｈａ（平成２３年度） 
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事務事業の概要 

主な事務事業の概要 

○都市再生総合整備事業の推進 

 大都市圏等の臨海部や既成市街地を中心に発生している大規模工場跡地等低未利用地において、都市再生を促す

トリガー（引き金）となる地区への都市基盤施設等の集中的な整備を実施するとともに、都市拠点の形成に資す

る民間都市開発事業等を促進することにより、円滑な土地利用転換を公民協働で推進する。 

  予算額：社会資本整備総合交付金１．４４兆円の内数。（平成２４年度） 

○都市再生区画整理事業の推進 

 防災上危険な密集市街地及び空洞化が進展する中心市街地等の都市基盤が不十分で整備の必要な既成市街地等

において、都市基盤の整備と併せて街区の再編を行い、もって土地の有効利用を促進するとともに、安全・安心

で快適に暮らすことができ、活力ある経済活動の基盤となる市街地への再生・再構築を図る。 

  予算額：社会資本整備総合交付金１．４４兆円の内数。この他、都市再生機構向けに都市再生区画整理事業  

１.０８億円がある。（平成２４年度） 

○都市再生機構によるコーディネート業務等（都市再生コーディネート等推進事業） 

 都市再生分野における民間の新たな事業機会を創出し、民間の潜在力を最大限に引き出すため、都市再生に民間

を誘導するための条件整備として、独立行政法人都市再生機構がコーディネート業務等を実施する。 

  予算額：１１．７４億円（平成２４年度） 

○税制上の特例措置 

 ①特定住宅地造成事業等に係る土地等の譲渡所得に係る１，５００万円特別控除制度（所得税、法人税、個人住

民税、法人住民税、事業税） 

  ・特定住宅地造成事業等のために土地等を譲渡した場合の特例措置 

 ②優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得の課税の特例措置（所得税、法人税、個人

住民税、法人住民税、事業税） 

  ・優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の軽減税率 

  ・仮換地指定後３年以内に、一定の住宅建設を行う個人又は法人に対して土地等を譲渡した場合の軽減税率 
 

関連する事務事業の概要 

該当なし 

 

測定・評価結果 

目標の達成状況に関する分析 

（指標の動向） 

 平成２４年度の実績値は９，４９７ｈａ（単年度の増加量：約２３０ｈａ）で、平成２８年度目標値に対しての

トレンド（平成２４年度：約１０，３５６ｈａ）を下回っている。 

（事務事業の実施状況） 

都市再生総合整備事業や都市再生区画整理事業により、都市再生の喫緊の課題である大規模工場跡地の基盤整備

や中心市街地等の基盤整備による街区再編等を通じて、民間事業者等の都市再生への投資を誘導している。 

課題の特定と今後の取組みの方向性 

・業績指標は、目標値に対してのトレンドを下回っている。これは、近年の地方財政状況の悪化等に起因しており、

今後とも都市再生を推進すべく現在の施策を引き続き進めていくことで目標を達成すると見込まれることから、

Ｂ－２と評価した。 

・今後も民間事業者等の都市再生への誘導のため、基盤整備等を着実に進める必要がある。 

 

平成２５年度以降における新規の取組みと見直し事項 

（平成２５年度） 

なし 

（平成２６年度以降） 

なし 

 

担当課等（担当課長名等） 

担当課：都市局まちづくり推進課（課長 天河 宏文） 

    都市局市街地整備課（課長 廣瀬 隆正） 

    都市局都市政策課（課長 黒川 剛） 

        住宅局市街地建築課（課長 杉藤 崇）  
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業績指標１２５ 

 文化・学術・研究拠点の整備の推進（①筑波研究学園都市における国際会議開催数、②関西文化学術研究都市にお

ける立地施設数、③関西文化学術研究都市における外国人研究者数） 

 

 

（指標の定義） 

①筑波研究学園都市における国際会議開催数 

つくば地区内の国際会議開催数。 

②関西文化学術研究都市における立地施設数 

関西文化学術研究都市の文化学術研究地区における立地施設数。対象とする立地施設は、本都市は文化、学術

及び研究の中心となる都市の建設を目的としていることから、文化学術研究の向上に資するものとする。 

・研究施設（研究施設、技術開発施設） 

・大学（大学・短大） 

・文化施設（都市の文化の発展に寄与する施設） 

・交流施設（文化・学術・研究の発展等に係る交流または共同研究を推進するための施設） 

・宿泊研修施設（研修、保養、スポーツ・レクリエーション機能を有する施設） 

・その他（基本方針または建設計画に掲げる施設等） 

③関西文化学術研究都市における外国人研究者数 

関西文化学術研究都市の文化学術研究地区における外国人研究者数。 

（目標設定の考え方・根拠） 

①筑波研究学園都市における国際会議開催数 

筑波研究学園都市は科学技術中枢拠点都市（サイエンス型国際コンベンション都市）を目標の一つとしており、

国際会議は、主に研究施設の集積、先進的な研究機能を有する場所で開催されるものであるため、従前よりその

開催数を目標としてきたものである。 

筑波研究学園都市における国際会議開催数は、H１７：６０件、H１８：６４件、H１９：８２件、H２０：８０

件、H２１：７４件であり、5カ年平均の７２件を上回る８０件を目指すこととする。 

②関西文化学術研究都市における立地施設数 

本指標は、都市建設の進捗状況を評価しうるものであり、その数の増加は、我が国及び世界の文化等の発展に

資するものである。 

関西学研都市における立地施設数の推移は、Ｈ１９：８施設、Ｈ２０：８施設，Ｈ２１：３施設、Ｈ２２：３

施設、Ｈ２３：４施設あり、年平均施設立地数は５件となっていることから、Ｈ２３を初期値に５年後である

Ｈ２８までに年５件ずつ増加するものとして１４０施設を目指すこととする。 

③関西文化学術研究都市における外国人研究者数 

本指標は、世界各国の優秀な研究者の集まる魅力的な都市への成長度合いを評価するものであり、その数の増

加は新産業創出等、我が国及び世界の発展に寄与するものである。 

関西学研都市の全研究者数の推移は、Ｈ１９：６，３５０人、Ｈ２０：６，５１３人、Ｈ２１：６，５６５人、

Ｈ２２：６，５８９人であり、この間の年平均増加率は１％となっている。一方、外国人研究者については、

Ｈ１９：２４６人、Ｈ２０：２１２人、Ｈ２１：２２１人、Ｈ２２：２１７人であり、この間の年平均増加率は

▲４％である。今後、世界各国の優秀な研究者の集まる魅力的な都市への成長を目指すため、少なくとも外国人

研究者についても全研究者数と同様に増加してゆく必要があることから、Ｈ２２実績を初期値に５年後である

Ｈ２７までに年１％ずつ増加するものとした推計値（２２７人）を上回る２４０人を目指すこととする。 

（外部要因） 

②「関西文化学術研究都市における立地施設数」：景気の動向 

③「関西文化学術研究都市における外国人研究者数」：景気の動向 

（他の関係主体） 

①研究学園地区内の研究・教育施設３２機関（国立大学法人筑波大学、国土交通省国土技術政策総合研究所、独立

行政法人国立環境研究所、独立行政法人産業技術総合研究所、独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構 等）

②③該当なし 

（重要政策） 

 【施政方針】 

 ①②③なし  

 【閣議決定】 

評 価 

 

① Ｂ－２ 

 

② Ｂ－２ 

 

③ Ａ－２ 

 

① 目標値： ８０件（平成２７年度） 

実績値： ４６件（平成２３年度） 

初期値： ７４件（平成２１年度） 

② 目標値：１４０施設（平成２８年度） 

実績値：１１８施設（平成２４年度） 

初期値：１１５施設（平成２３年度） 

③ 目標値：２４０人（平成２７年度） 

実績値：２３２人（平成２４年度） 

初期値：２１７人（平成２２年度） 
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①②③なし 

 【閣決（重点）】 

①②③なし 

 【その他】 

①②③なし 

 

過去の実績値（①筑波研究学園都市における国際会議開催数） （年度）

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ H２４ 

７２件 ５６件 ６０件 ６４件 ８２件 ８０件 ７４件 ６９件 ４６件 集計中

過去の実績値（②関西文化学術研究都市における立地施設数） （年度）

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４

７８ 

施設 

８０ 

施設 

８９ 

施設 

９６ 

施設 

１０５ 

施設 

１１３ 

施設 

１１４ 

施設 

１１３ 

施設 

１１５ 

施設 

１１８

施設 

過去の実績値（③関西文化学術研究都市における外国人研究者数） （年度）

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４

２１７人 ２１５人 ２１４人 ２２５人 ２４６人 ２１２人 ２２１人 ２１７人 ２２１人 ２３２人

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
事務事業の概要 

主な事務事業の概要 

①筑波研究学園都市における国際会議開催数 

・筑波研究学園都市が国家的戦略である「科学技術創造立国」を実現し、今後の我が国の国際競争力を維持する上

で必要な最先端の科学技術の研究開発拠点として機能するためにも、研究学園地区建設計画で示されている「サ

イエンス型国際コンベンション都市」等の実現に資する情報収集等を実施。 

②関西文化学術研究都市における立地施設数、③関西文化学術研究都市における外国人研究者数 

・税制：関西文化学術研究都市建設促進法に基づく関西文化学術研究都市の建設促進を図るための文化学術研究施

設の整備に係る課税の特例措置 

○法人税：特別償却 機械・装置：１２%、建物・附属設備：６% 

 

関連する事務事業の概要 

該当なし 

 

 

測定・評価結果 

目標の達成状況に関する分析 

（指標の動向） 

①筑波研究学園都市における国際会議開催数 

平成２４年度については現在集計中であるが、平成２３年度の実績値は４６件であった。これは２２年度と比
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較して減少している。これは東日本大震災及び福島第一原子力発電所事故により、予定されていた国際会議の取

り消し、延期に伴うものである。 

②関西文化学術研究都市における立地施設数 

平成２４年度の実績値は１１８施設で、２３年度と比較して増加しているものの、目標値には届いていない。

③関西文化学術研究都市における外国人研究者数 

平成２４年度については２３２人で、平成２３年度と比較して増加しており、目標達成に向けた成果を示して

いる。 

（事務事業の実施状況） 

①波研究学園都市における国際会議開催数 

筑波研究学園都市については、「研究学園地区建設計画」で示されている「サイエンス型国際コンベンション

都市」等の実現に資する情報収集等を実施している。 

②関西文化学術研究都市における立地施設数、③関西文化学術研究都市における外国人研究者数 

関西文化学術研究都市建設促進法に基づく文化学術研究施設・文化学術研究交流施設への税制特例措置 

課題の特定と今後の取組みの方向性 

①筑波研究学園都市における国際会議開催数 

平成２４年度については現在集計中であるために目標値を達成したか判断できない。平成２３年度について

は、前年度に比べて減少しているが、これは東日本大震災及び福島第一原子力発電所事故により、予定されてい

た国際会議の取り消し、延期に伴うものである。ここ数年は目標値に近い数値で推移しているため、これまでの

施策が有効に機能していると考えられることからＢ－２と評価した。引き続き、筑波研究学園都市を「サイエン

ス型国際コンベンション都市」としての機能を備えた都市としていくため、情報収集等に努める。 

②関西文化学術研究都市における立地施設数 

平成２４年度の実績値は１１８施設で、２３年度と比較して増加したものの、世界金融危機以降の景気悪化に

加え、円高の進行等による企業の国内設備投資計画の凍結・見直しや投資意欲の減退等により、学研地区におけ

る新規立地についても大幅な増加は望めない中、目標は達成できなかった。しかしながら、関西文化学術研究都

市が次世代エネルギー実証実験の実施地域に選定されるなど、同都市において環境分野での最先端の取り組みが

進められているとともに、平成２５年度末までには京都大学大学院農学研究科付属農場の同都市への移転が予定

されており、関連施設等の新規立地が期待されている。よって、経済情勢の悪化等の外部要因により一時的に立

地施設数は伸び悩んでいるものの、地域における様々な取り組みに加えて、これまでの施策を継続させることで、

今後着実に立地施設数は増加してゆくものと考えられることから、Ｂ－２と評価した。 

③関西文化学術研究都市における外国人研究者数 

平成２４年度の実績値は平成２３年度と比較して増加している。 

国、地方公共団体、経済団体等で構成されるサード・ステージ会議において、国際交流の促進のための検討が

進み諸外国のサイエンスパークとの交流が推進されるとともに、平成２５年度末までには京都大学大学院農学研

究科付属農場の同都市への移転が予定されているなど、今後も着実な外国人研究者の増加が見込まれ、目標達成

に向けた成果を示していることから、Ａ－２と評価した。 

 

平成２５年度以降における新規の取組みと見直し事項 

（平成２５年度） 

②③ 関西文化学術研究都市建設促進法に基づく文化学術研究施設・文化学術研究交流施設の立地促進等に資する調

査を実施。 

（平成２６年度以降） 

なし 

 

担当課等（担当課長名等） 

担当課：都市局 都市政策課（課長 黒川 剛）  
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業績指標１２６ 

 半島地域の観光入込客数（増加率）と全国の観光入込客数（増加率）の比 

 

 

（指標の定義） 

半島地域の道府県が集計した観光入込客数の合計値とし、その合計値の増加率が、全国の観光入込客数の増加率以

上となることを目指す。（平成２２年度を基準とする）。 

（注）観光入込客数：観光地及び行祭事・イベントに地域外から訪れた人の数 

 

（目標設定の考え方・根拠） 

半島地域においては、人口の減少・高齢化が進行するなかで、地域間交流を活発化させることにより地域の自立的

発展を目指し、半島振興法に基づく半島循環道路等の交通施設整備、観光業等の振興のための税制措置、地域資源の

活用や地域間連携等の取組の支援施策を実施している。 

このため、地域間交流の活発化（交流人口の拡大）の程度を示す指標として、観光入込客数の増大（少なくとも全

国水準以上の伸び）を目標とする。 

なお、地域間交流の促進は半島振興法上の半島振興計画記載事項に掲げられている。 

 

（外部要因） 

気象変動、災害、景気変動、観光ニーズの変化、集計方法の変更 

（他の関係主体） 

 半島振興対策実施地域指定を受けた２２道府県 

（重要政策） 

 【施政方針】 

  なし 

 【閣議決定】 

  なし 

 【閣決（重点）】 

  なし 

 【その他】 

  なし 

 

過去の実績値 （年度）

Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ 

－ － － ０．９４ １．０１ 集計中 
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（単位） 半島地域の観光入込客数（増加率）と全国の観光入込客数（増加率）の比

 
 

評 価 

 

Ａ－２ 

 

目標値：全国の増加率比１．００以上（毎年度） 

実績値：１．０１（平成２３年度) 

初期値：  －  
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事務事業の概要 

主な事務事業の概要 

【予算事業】 

○半島地域振興対策事業経費等 

担い手育成に向けた農林水産資源等の地域資源を活用した内発的な地域づくりや半島間連携に向けた取組に係

る実証調査を行い、有効な支援方策を検討する。検討を通じて得られた知見を集約し地域への普及を図ることによ

り、半島地域の自立的な発展を推進する。 

予算額：４６，８５５千円（平成２４年度） 

【税制上の特例措置】 

○半島振興対策実施地域における工業用機械等の特別償却（所得税・法人税） 

半島振興対策実施地域内において、個人又は法人が、製造の事業及び農林水産物等販売業の用に供する設備（取

得価額２，０００万円超）を、新設又は増設した場合に、その機械・装置につき１０／１００、建物・附属設備に

つき６／１００の特別償却を認める。 

これらの税制上の特例により、課税の繰延べ効果が発生し、新規事業立ち上げ時の負担を軽減することができる

ことから、半島地域内における企業等の立地等の設備投資を促進し、半島振興対策実施地域における産業の振興、

地域間交流等に資するものである。 

 減収見込額 ３．４億円（平成２３年度） 

 

関連する事務事業の概要 

該当なし 

 

測定・評価結果 

目標の達成状況に関する分析 

（指標の動向） 

平成２３年度の半島地域の観光入込客数の比率は、対平成２２年度比で９５．６％、全国は対平成２２年度比

で９４．５％であり、全国値と比較した半島地域の変動比は１．０１となった（ただし、一部集計中等のため、

半島地域、全国値ともに、当室において推計値を使用している）。 

平成２４年度の実績値については現在集計中（平成２６年３月目途）である。 

（事務事業の実施状況） 

平成２４年度は、半島地域振興対策事業経費等において、１５地域において、半島地域の担い手育成、半島

間の連携の活動のためのワークショップの開催や専門家によるアドバイス等支援を行ったほか、半島地域の社

会経済情勢等に係る基礎調査を実施した。 

課題の特定と今後の取組みの方向性 

・ 平成２２年度と比較して、平成２３年度の観光入込客数は減少しているものの、対全国比は増加しているこ

とから、現時点で「Ａ」とし、現在の施策は維持することとして「２」と評価する。 

・ なお、今後、目標を継続的に達成するためには、農林水産物等の地域資源を活用した６次産業化や半島地方

の多様な食や自然景観を活用した観光に注目が集まっていることを踏まえ、国内外からの観光人口の増大を含

めた交流人口の拡大に資する取組に重点を置きつつ、引き続き支援する必要がある。 

・ 平成２４年度の実績値については集計中である。 

 

平成２５年度以降における新規の取組みと見直し事項 

（平成２５年度以降） 

・税制上の特例措置の拡充 

（平成２６年度以降） 

・なし 

 

担当課等（担当課長名等） 

担当課：国土政策局地方振興課半島振興室（室長 金子 健）  
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業績指標１２７ 

高齢者が無理することなく除雪できる体制が整備された市町村の割合

 

 

（指標の定義） 

特別豪雪地帯に指定されている市町村（２０１市町村）のうち、高齢者が無理することなく除雪できる体制が整備

された市町村の割合。(高齢者が無理することなく除雪できる体制が整備された特別豪雪地帯に指定されている市町

村数／特別豪雪地帯に指定されている市町村数) 

  高齢者が無理することなく除雪できる体制とは、雪処理について支援を要する高齢者世帯等（以下、「要支援世帯」

という）に対し、状況（居住環境、家族構成、健康状況等）に応じて、平時はもとより、豪雪時であっても、その世

帯の雪処理を支援することができる体制とする。 

  体制整備の要件は以下を全て満たす必要がある。 

 (1)要支援世帯の状況を把握する体制(要支援世帯における雪処理状況を把握しており、要支援世帯が相談できる)

 (2)平時からの支援策を講じる体制(平時より要支援世帯に対して支援を実施している) 

(3)豪雪時を想定した支援策を講じる体制(豪雪時を想定した要支援世帯への各種支援策を整備している) 

（目標設定の考え方・根拠） 

高齢化、過疎化が進行している豪雪地帯においては、毎年、高齢者を中心に雪処理作業中の事故が多発している状

況である。 

このような雪処理に係る事故を防止するために、平成２０年４月に中央防災会議がとりまとめた「自然災害の「犠

牲者ゼロ」を目指すための総合プラン」に基づき、流雪溝等の施設整備と併せて、特に、高齢化・過疎化が著しく、

雪処理の担い手が不足している特別豪雪地帯の全市町村において、できるだけ早期に体制を整備する必要があるた

め、平成２４年度を目途に特別豪雪地帯に指定されている全２０１市町村で高齢者が無理することなく除雪できる体

制を整備することを目標とする。 

 

（外部要因） 

・市町村合併 

（他の関係主体） 

・関係省庁（内閣府、警察庁、消防庁、厚生労働省等） 

・地方公共団体 

・自治会 等 

（重要政策） 

 【施政方針】 

なし 

 【閣議決定】 

豪雪地帯対策基本計画（平成２４年１２月７日） 

国が策定する豪雪地帯における雪害の防除その他積雪により劣っている産業等の基礎条件の改善に関する施

策の基本となる計画 

 【閣決（重点）】 

なし 

 【その他】 

豪雪地帯対策特別措置法（平成２４年３月３１日改正） 

 

過去の実績値 （年度）

Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ 

５９％ ６２％ ６５％ ６７％ ６８％ ６８％ 

 

評 価 

 

Ｂ－３－② 

 

目標値：１００％（平成２４年度） 

実績値： ６８％（平成２４年度） 

初期値： ５９％（平成１９年度） 
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高齢者が無理することなく除雪できる体制が整備された市町村の割合

 
事務事業の概要 

主な事務事業の概要 

・豪雪地帯に係る調査・検討 

豪雪地帯の現状・課題を把握し、豪雪対策に関する行政ニーズの変化に対応するため、安全安心な雪国の冬期生

活の視点等から豪雪対策に関する調査・検討を行う。 

予算額：２８百万円(平成２４年度) 

関連する事務事業の概要 

該当なし 

 

測定・評価結果 

目標の達成状況に関する分析 

（指標の動向） 

実績値は、平成１９年度から平成２３年度まで毎年増加していたが、平成２４年度は前年度同様６８％となって

いる。 

（事務事業の実施状況） 

・雪害による被災者の事故原因分析、及び自治体に係る降積雪状況・防除雪施設状況等の基礎的なデータの収集・

分析を実施。 

・豪雪地帯の雪害対策について、「大雪に対する防災力の向上方策検討会」を行い、除雪作業中の事故防止対策、

地域コミュニティの共助による雪処理等を内容とする「大雪に対する防災力の向上方策検討会報告書－豪雪地域

の防災力向上に向けて－」及び「地域除雪等の取組事例集」を取りまとめ、関係自治体へ配布・ＨＰに掲載し啓

発。 

・地域の除雪問題を解決するため、共助による地域除雪の普及・定着を図る「地域除雪活動実践ガイドブック」を

作成し、ＨＰでの公開、地方自治体等に配布・周知を実施。 

課題の特定と今後の取組みの方向性 

・実績値は、平成１９年度に初期値を設定してから対前年度以上の水準で推移してきたものの、平成２４年度まで

に目標を達成することはできなかったことから評価は「Ｂ」とした。 

・目標を達成できなかった主な要因として、平成２２～２４年度の大雪により、自治体はその対応に追われ、要件

(1)「要支援世帯の状況を把握する体制」が確保できなかったことが挙げられる。 

・過疎高齢化により、今後、更に雪処理の担い手が不足すると予測される中で、豪雪地帯の住民が安全に安心して

暮らすことのできる地域社会の実現を図るため、地域コミュニティの形成や、地域内外のボランティア等による

地域防災力の向上が求められている。この状況に鑑み、平成２４年３月に豪雪地帯対策特別措置法が改正、同年

１２月に豪雪地帯対策基本計画が変更され、「除排雪の体制の整備（雪処理の担い手の確保）」に係る規定が追加

された。 

・そのため、平成２５年度より、新たな政策として、地域コミュニティ、ＮＰＯ等の多様な主体による先導的で実

効性のある、共助による地域除雪に係る地域の取組を行うことで、共助等による除雪体制整備を推進することと

し、新たな指標である「共助等による除雪体制が整備された市町村の割合」により事業を評価することとしたた

め、今年度は「Ｂ－３－②」と評価した。 

 

平成２５年度以降における新規の取組みと見直し事項 

（平成２５年度） 

・業績指標の目標年度及び目標値の変更。 

（平成２６年度以降） 

・なし 

 

担当課等（担当課長名等） 

担当課：国土政策局地方振興課（課長 木下 一也） 
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業績指標１２８ 

 特定都市再生緊急整備地域において、官民により設置された協議会が作成した整備計画の数 

 

 

（指標の定義） 

都市再生特別措置法１９条の２に基づき、特定都市再生緊急整備地域において、官民により設置された協議会が作

成した整備計画の数 

（目標設定の考え方・根拠） 

平成２３年４月に都市再生特別措置法を改正し、都市の国際競争力の強化を図る「特定都市再生緊急整備地域」制

度を創設し、平成２４年１月には、特定都市再生緊急整備地域として全国１１箇所が指定された。この特定都市再生

緊急整備地域において官民連携により整備計画を策定し、これに基づいて国際競争力の強化に資する都市開発プロジ

ェクト推進及びインフラ整備等を推進することが、都市の国際競争力の強化を図る上で重要であるため、平成２８年

度までに現在指定されている１１箇所の特定都市再生緊急整備地域の全てで整備計画が策定されることを目標とし

て設定する 

（外部要因） 

なし 

（他の関係主体） 

 内閣官房、地方公共団体、地域内において都市開発事業を施行する民間事業者、地域内において公共公益施設の整

備若しくは管理を行う者等 

（重要政策） 

 【施政方針】 

  なし 

 【閣議決定】 

  なし 

 【閣決（重点）】 

社会資本整備重点計画（平成２４年８月３１日）第３章に記載あり 

 【その他】 

  なし 

 

 

 

過去の実績値 （年度）

Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ 

－ － － ３件 ７件 
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（件）
特定都市再生緊急整備地域において、官民により設置された協議会が

作成した整備計画の数

 
 

事務事業の概要 

主な事務事業の概要 

内閣官房、地方公共団体、地域内において都市開発事業を施行する民間事業者、地域内において公共公益施設の整

備若しくは管理を行う者等と協力しながら、地域整備方針に基づき、都市の国際競争力の強化を図るために必要な

都市開発事業及びその施行に関連して必要となる公共公益施設の整備等に関する計画の作成を行う。 

関連する事務事業の概要 

国際競争拠点都市整備事業により、国際的な経済活動の拠点を形成する上で必要となる都市拠点インフラの整備を

評 価 

 

Ａ－２ 

 

目標値：１１件（平成２８年度） 

実績値： ７件（平成２４年度） 

初期値： ３件（平成２３年度） 
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推進する。（平成２４年度：６９億円） 

 

測定・評価結果 

目標の達成状況に関する分析 

（指標の動向） 

平成２４年度には、札幌駅・大通駅周辺地域、渋谷駅周辺地域、横浜都心・臨海地域、川崎殿町・大師河原地域

で整備計画を作成し、目標達成に向け順調に推移している。 

（事務事業の実施状況） 

整備計画が作成されていない地域においても、協議会を開催し整備計画を検討するよう、関係者と調整を行って

いる。 

課題の特定と今後の取組みの方向性 

業績指標の実績値は目標達成に向け順調に推移していると見込まれることから、現在の施策を着実に推進するこ

ととし、Ａ－２と評価した。今後も着実に官民連携を推進し、都市の国際競争力の強化を図っていく。 

 

平成２５年度以降における新規の取組みと見直し事項 

（平成２５年度） 

なし 

（平成２６年度以降） 

なし 

 

担当課等（担当課長名等） 

担当課：都市局 まちづくり推進課 官民連携推進室（室長 佐藤 哲也） 

関係課：都市局 市街地整備課（課長 廣瀬 隆正） 
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業績指標１２９ 

 民間都市開発の誘発係数（民都機構が係わった案件の総事業費を当該案件の民都機構支援額で除したもの） 

 

 

（指標の定義） 

（財）民間都市開発推進機構（以下「民都機構」という。）が係わることにより、優良な都市開発が誘発された倍

率。 

分母を民都機構が係わった案件の民都機構支援額（政府保証額含む。１，７３５百万円（平成２４年度））とし、

分子を当該案件の総事業費（６，５７８百万円（平成２４年度））とする。 

（目標設定の考え方・根拠） 

初期値は１１．６倍（平成２３年度）であり、民間都市開発をめぐる厳しい金融環境の中、今後もこの水準を維持

することを目標とする。 

（外部要因） 

民間事業者等の都市開発事業に対する取組状況、経済状況、金利環境 

（他の関係主体） 

 民都機構 

（重要政策） 

 【施政方針】 

  なし 

 【閣議決定】 

  なし 

 【閣決（重点）】 

  なし 

 【その他】 

  なし 

 

過去の実績値 （年度）

Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ 

６．１倍 ６．８倍 ２２．８倍 １１．６倍 ３．８倍 

   

 

 
 

 

事務事業の概要 

主な事務事業の概要 

○民都機構の行う各業務の推進 

・メザニン支援業務  

都市再生特別措置法に基づく認定を受けた都市開発事業のうち公共施設等の整備に要する費用について、貸

付け又は社債取得によりミドルリスク資金を供給し、事業の着実な推進を図る。 

    政府保証枠：５００億円（平成２４年度） 

・まち再生出資業務 

都市再生特別措置法に基づく認定を受け、市町村が作成する都市再生整備計画に基づく事業と一体的に公共施

0

5

10

15

20

25

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

（倍） 民間都市開発の誘発係数

評 価 

 

Ｂ－２ 

 

目標値：１２．０倍（平成２４～２８年度の平均） 

実績値： ３．８倍（平成２４年度） 

初期値：１１．６倍（平成２３年度） 
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設等の整備を行う都市開発事業について、出資により公共施設等の整備に要する費用を支援し、事業の着実な

推進を図る。 

予算額：１１０億円（平成２４年度補正） 

・共同型都市再構築業務 

  地域の生活に必要な都市機能（教育文化、医療、社会福祉、子育て支援、商業等）の増進や都市の環境・防災

性能の向上に資する、公共施設等の整備を行う都市開発事業について、共同施行方式で支援する。 

   予算額：４０億円（平成２４年度補正） 

・住民参加型まちづくりファンド支援業務 

地域の資金を地縁により調達し、これを景観形成・観光振興等のまちづくりに誘導するため、「まちづくりフ

ァンド」に対して支援を行う。 

    予算額：２億円（平成２４年度） 

関連する事務事業の概要 

 該当なし 

 

測定・評価結果 

目標の達成状況に関する分析 

（指標の動向） 

民間都市開発に対する融資態度が全産業より厳しいこと等により、平成２４年度において誘発係数は３．８倍と

なり、前年度に比べて減少した。なお、平成２０年度から平成２４年度までの平均では１０．２倍となっている。

（※）平成２２年度は、他の事業に比べて特に事業費の大きい事業１件について、民都機構支援額が少なかっ

たことから、民間都市開発の誘発係数が大きくなったものである。 

（事務事業の実施状況） 

民都機構において、当機構の業務である各業務（融資等を行うメザニン支援業務、出資を行うまち再生出資業務、

共同施行方式で支援する共同型都市再構築業務、補助を行う住民参加型まちづくりファンド支援業務）において、

融資、出資等を行うことにより、民間資金の呼び水となることで、民間事業者が行う都市開発事業の推進を図って

いる。 

課題の特定と今後の取組みの方向性 

民間都市開発に対する融資態度が全産業より厳しいこと等により、平成２４年度において誘発係数は３．８倍と

なり、前年度に比べて減少した。 

他方、事業規模等については個別の案件毎で額の幅が大きいため、直近の単年度の数値が低くても、複数年でみ

ると目標の達成は可能と考えられ、今後、外部要因である経済環境を含めた都市開発市場の動向等を踏まえながら、

見直し等を行った民都機構の業務を活用していくことにより、引き続き民間都市開発の推進を図り、目標値の達成

を目指し、取組を進めていく。したがって、Ｂ－２と評価した。 

 

平成２５年度以降における新規の取組みと見直し事項 

（平成２５年度） 

 なし 

（平成２６年度以降） 

 なし 

 

担当課等（担当課長名等） 

担当課：都市局 まちづくり推進課 都市開発金融支援室（室長 佐藤 守孝） 

港湾局 計画課 官民連携推進室（室長 西尾 保之） 
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業績指標１３０ 

 駐車場法に基づく自動二輪車駐車場供用台数 

 

 

（指標の定義） 

駐車場法に基づく自動二輪車駐車場の整備台数とする。 

（目標設定の考え方・根拠） 

平成１８年度より駐車場法の対象に自動二輪車が追加されたが、四輪の自動車駐車場に比して整備が進んでいない

自動二輪車駐車場の整備を推進するため、駐車場法に基づき整備される自動二輪車用の路上駐車場及び路外駐車場

（都市計画駐車場、届出駐車場、附置義務駐車場等）が、平成１８年度末の乗用車の駐車場整備比率（※）５．１％

に平成３８年度（平成１８年度の２０年後）に到達するまで整備されることを目標とし、当面の目標として平成２５

年度までに約１０万台の目標値を設定。 

（※）乗用車の駐車場整備比率・・・乗用車の保有台数／整備済み駐車場台数 

（外部要因） 

該当なし 

（他の関係主体） 

 地方公共団体（事業主体）、民間事業者（事業主体） 

（重要政策） 

 【施政方針】 

  なし 

 【閣議決定】 

なし 

 【閣決（重点）】 

なし 

 【その他】 

なし 

 

 

 

過去の実績値 （年度）

Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ 

４５％（４．５万台） ３９％（３．９万台） ４７％（４．７万台） ４５％（４．５万台） 集計中 
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（万台） 駐車場法に基づく自動二輪車供用台数

 
 

事務事業の概要 

主な事務事業の概要 

○駐車場法に基づく駐車場整備の推進 

各地方公共団体における附置義務条例の策定等を促進することにより、駐車場法に基づく駐車場整備の推進を

図る。 

○既存駐車場や自転車駐車場への自動二輪車への受け入れ 

既存の駐車場への自動二輪車の受け入れを推進するため、自治体を対象とした担当者会議や駐車場管理者等

評 価 

 

Ｂ－２ 
 

目標値：１００％（約１０万台）（平成２５年度） 

実績値： ４５％（４．５万台）（平成２３年度） 

初期値： ４５％（４．５万台）（平成２０年度） 
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を対象とした講習会等において周知徹底する。また、各地方公共団体へ既存の自転車駐車場への自動二輪車の

受け入れ推進について通知（Ｈ２２．４．２０付け およびＨ２３．５．１２付け）。 

関連する事務事業の概要 

該当なし 

 

測定・評価結果 

目標の達成状況に関する分析 

（指標の動向） 

平成２３年度については約４．５万台（前年度比０．２万台減少）となっているが、今後、自転車等駐車場での

受入が進むものと見込まれる。 

（事務事業の実施状況） 

平成２４年度においても、引き続き自動二輪車の受け入れを推進しており、自治体を対象とした担当者会議や駐

車場管理者等を対象とした講習会等において周知徹底を図った。 

課題の特定と今後の取組みの方向性 

・業績指標は、平成２３年度については前年度比０．２万台減少となっており、目標達成に向けた成果は示してい

ないが、自転車駐車場における自動二輪車の受け入れなど、実績値の上昇が見込まれるためＢ－２と評価した。

・今年も引き続き、駐車場管理者である各地方公共団体や関係者に対し、自動二輪車の受け入れの周知に努める。

 

平成２５年度以降における新規の取組みと見直し事項 

（平成２５年度） 

なし 

（平成２６年度以降） 

 なし 

 

担当課等（担当課長名等） 

担当課： 都市局街路交通施設課（課長 清水 喜代志） 

 

374



 
業績指標１３１ 

 都市機能更新率（市街地再開発事業等により４階建以上の建築物へ更新された宅地面積の割合） 

 

 

（指標の定義） 

特に一体的かつ総合的に再開発を促進すべき地区（都市再開発方針に位置付けられたいわゆる２号地区及び２項地

区等の区域）における宅地面積（分母）のうち４階建て以上の建築物の宅地面積及び同一施行地区内において４階建

て以上の施設建築物と３階建て以下の施設建築物とが混在して建築される場合の３階建て以下の施設建築物の宅地

面積（分子）の割合。 

（目標設定の考え方・根拠） 

従前の市街地が一般に木造２階建て又は空閑地であることを踏まえ、再開発の目的である土地の高度利用と建築物

の耐震化等による市街地の防災性向上の状況を表す指標として、４階建て以上の建築物等への更新割合を測定する。

特に一体的かつ総合的に再開発を促進すべき地区の再開発が、今後も着実に推進されるものとして、これまでの実

施状況を踏まえ５年後の目標値を設定。 

（外部要因） 

当該地区に対する任意の民間建築投資量の動向等 

（他の関係主体） 

 地方公共団体（都市計画決定、事業主体、民間事業者への補助金交付等） 

（重要政策） 

 【施政方針】 

  なし 

 【閣議決定】 

  ・日本再興戦略（平成２５年６月１４日） 

  一．日本産業再興プラン ５．立地競争力の更なる強化 ④都市の競争力の向上 

 【閣決（重点）】 

  なし 

 【その他】 

  なし 

 

過去の実績値 （年度）

Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ 

３６．９％ ３７．７％ ３８．５％ ３９．３％ ４０．０％ 
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都市機能更新率
（市街地再開発事業等により４階建以上の建築物へ更新された宅地面積の割合）

0

 

評 価 

 

Ａ－２ 

 

目標値：４１．０％（平成２５年度） 

実績値：４０．０％（平成２４年度） 

初期値：３６．９％（平成２０年度） 
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事務事業の概要 

主な事務事業の概要 

○ 市街地の再開発の推進 

・市街地再開発事業の実施 

都市再開発法に基づき、市街地の土地の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更新を図る市街地再開発事業

を、補助、融資、債務保証、税制特例等により支援し、その推進を図っている。 

予算額（平成２４年度）：社会資本整備総合交付金１．４４兆円の内数 

・市街地の再開発を支援する事業の推進 

市街地における任意の再開発のうち、一定の要件を満たすものについて、地区再開発事業、優良建築物等整備事

業等により支援するとともに、再開発と一体的に周辺地域の整備を行う都市再生総合整備事業等により、市街地の

面的な整備や拠点の形成を図っている。 

予算額（平成２４年度）：社会資本整備総合交付金１．４４兆円の内数（地区再開発事業、優良建築物等整備事

業、都市再生総合整備事業等） 

 

○ 暮らし・にぎわい再生事業 

中心市街地の再生を図るため、内閣総理大臣による中心市街地活性化基本計画の認定を受けた地区について、都

市機能のまちなか立地、空きビルの再生、多目的広場等の整備等を総合的に支援する事業を平成１８年度に創設し

ている。 

予算額（平成２４年度）：社会資本整備総合交付金１．４４兆円の内数及び地域自主戦略交付金０．６８兆円の

内数 

 

【税制上の特例措置】 

①施設建築物に対する割増償却制度（所得税・法人税） 

・市街地再開発事業により建築された施設建築物（権利床、再開発会社の取得する保留床及び住宅の用に供す

る部分を除く。）の取得者に対する割増償却（５年間10％）の特例措置 

②権利床に係る固定資産税の減額制度（固定資産税） 

・市街地再開発事業の施行により従前の権利者に対して与えられる一定の床面積の施設建築物（権利床）に係

る特例措置（住宅床２／３、非住宅床１／３（一種事業の場合１／４）を減額（新築後５年間）） 

③優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得の課税の特例（所得税・法人税・個人住民

税） 

・市街地再開発事業の用に供するために施行者に土地等を譲渡した場合の軽減税率 

・三大都市圏の既成市街地等内で行われる一定の要件を満たす特定の民間再開発事業（認定再開発事業を含む）

のために事業区域内の土地等を譲渡した場合の軽減税率 

④特定の事業用資産の買換え等の特例措置（所得税・法人税） 

・市街地再開発事業の資産を譲渡して施設建築物及びその敷地を取得した場合の事業用資産の買換特例等（繰

延割合80％） 

・市街化区域又は既成市街地等の地域内における特定建物の建築のための特定の事業用資産の買換特例等（繰

延割合80％） 

・特定民間再開発事業により資産を譲渡して中高層の耐火建築物等を取得した場合の居住用資産の買換特例等

（繰延割合100％） 

⑤都市再生・まち再生促進税制（所得税・法人税・登録免許税・個人住民税・不動産取得税・固定資産税・都市

計画税） 

・「活力の源泉」である都市の再生に資する民間都市開発事業の推進により、国際競争力・成長力の強化や地

域の活性化を図るため、都市再生緊急整備地域における認定民間都市再生事業計画、都市再生整備計画の区

域における認定民間都市再生整備事業計画、都市再生整備推進法人に対し土地等を譲渡した者に係る特例措

置を講じる。 

⑥認定事業用地適正化計画の事業用地区域内にある土地等の交換等の場合の特例措置（所得税・法人税） 

・土地の有効利用の促進を図るため、民間都市開発の推進に関する特別措置法に基づく認定事業用地適正化計

画の事業用地区域内にある土地等の交換等に係る特例措置を講じる。 

⑦中心市街地整備推進機構に係る税制特例（所得税・法人税・個人住民税） 

・中心市街地において、都市機能の集積や優良な住宅の供給を促進するため、中心市街地整備推進機構の土地

取得に係る特例措置を講じる。 

関連する事務事業の概要 

該当なし 

 

測定・評価結果 

目標の達成状況に関する分析 

（指標の動向） 

平成２４年度は４０．０％で、平成２３年度に対して０．７ポイント増加しており、平成２５年度目標値の達成

に向けて順調に推移している。 

（事務事業の実施状況） 

市街地再開発事業は、これまでに約８１０地区で事業完了しているほか、約１５０地区で事業中である（平成２
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５年３月３１日時点）。集約型都市構造への再編に資する魅力ある都市拠点の形成、防災上危険な密集市街地の解

消、空洞化の進む中心市街地の活性化を図るため、これらの課題を抱える地区について特に重点的に、市街地再開

発事業とその関連制度により、市街地の再開発を推進している。 

課題の特定と今後の取組みの方向性 

業績指標は目標値の達成に向けて順調に推移しており、現在の施策を維持することが妥当と考えられることか

ら、Ａ－２と評価した。引き続き、市街地再開発事業等による市街地の再開発の推進に努める。特に、重点的に再

開発を進めるべき地区については、予算の重点配分や支援制度の整備・拡充等所要の施策を講じることにより、早

期の事業化、事業完了を目指す。 

 

平成２５年度以降における新規の取組みと見直し事項 

（平成２５年度） 

 なし 

（平成２６年度以降） 

 なし 

 

担当課等（担当課長名等） 

担当課：都市局市街地整備課（課長 廣瀬 隆正） 

関係課：住宅局市街地建築課（課長 杉藤 崇） 

都市局まちづくり推進課（課長 天河 宏文） 
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業績指標１３２ 

 中心市街地人口比率の増加率 

 

 

（指標の定義） 

市全域の人口に対する中心市街地（商店街と主要駅、市役所等への徒歩アクセスを考慮した街なみ居住を推進すべ

き地域※）人口の比率の増加率。 

※中心市街地活性化法に基づく基本計画区域に近似した区域。 

※中心市街地人口比率：市中心部の３Ｋｍ×３Ｋｍの区域に含まれる町丁目の人口／市域全体の人口 

中心市街地人口比率の増加率（（Ａ－Ｂ）／Ｂ） 

Ａ：当該年度の中心市街地人口比率 

Ｂ：前年度の中心市街地人口比率 

（目標設定の考え方・根拠） 

 

中心市街地の活性化が望まれる地区において、街なかへの多様で良質な住宅整備による街なか居住の推進や街なか

への公共公益施設等の賑わい施設の導入などにより、居住・商業・公共公的サービス等のバランスのとれた中心市街

地へと再生させ、中心市街地に人口を呼び戻すことは、「街なか居住・街なか再生を促進する」という政策目標に対

するアウトカム（成果）であり、そのアウトカムに着目した業績指標として中心市街地人口比率の増加率を設定する。

市全域の人口に対する中心市街地の人口比率が増加するということは、街なか居住の実現や、街なかにおける賑わ

い創出、生活の質の向上のよるコンパクトシティ化が図られたことが推測でき、街なか居住・街なか再生といった政

策目標の達成状況を測るためのアウトカム指標として有効である。 

中心市街地の衰退、人口の郊外流出による現在のトレンドを踏まえ、歩いて暮らせるまちづくり（コンパクトシテ

ィ）の実現に向けてのメルクマールであり、市全域人口に対する中心市街地人口の比率を着実に伸ばしていく必要が

あることから、前年度比１．０％増を目標とする。 

（外部要因） 

市町村合併による市全域の人口増、民間による投資動向（郊外の住宅地、大型商業施設への投資等） 

（他の関係主体） 

 地方公共団体（事業主体）、民間事業者（事業主体） 等 

（重要政策） 

 【施政方針】 

なし 

 【閣議決定】 

・日本再興戦略（平成２５年６月１４日） 

一．日本産業再興プラン ５．立地競争力の更なる強化 ④都市の競争力の向上 

 【閣決（重点）】 

なし 

 【その他】 

なし 

 

過去の実績値 （年度）

Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ 

１．１％減 ０．７％減 ０．５％減 ０．０４％減 ０．１６％減 ０．３５％減 ０．０４％増 集計中 

 

評 価 

 

Ｂ－１ 
 

目標値：前年度比１．０％増  (平成２６年度） 

実績値：前年度比０．０４％増 (平成２３年度） 

初期値：前年度比０．１６％減 (平成２１年度） 
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（単位：％） 中心市街地人口比率の増加率

 
事務事業の概要 

主な事務事業の概要 

○ 街なか居住再生ファンド 

 地方都市等の中心市街地活性化を図るため、小規模な遊休地等を核として行われる民間の多様な住宅等の整備

事業に対して出資による支援を行う街なか居住再生ファンドを平成１７年度に創設し、都市の中心部への居住を

推進している。平成２０年度に、街なか居住再生ファンドの出資対象地区に、景観法に基づく景観計画が定めら

れた区域等を追加した。 

○ 地方都市等の中心市街地等における居住機能の回復に対する支援 

 中心市街地において一定の要件を満たす住宅整備に対し、街なか居住再生型住宅市街地総合整備事業による支

援を行い、街なか居住の推進を図っている。 

 予算額：住宅市街地総合整備事業（社会資本整備総合交付金１．４４兆円［当初予算］の内数（平成２４年度））

○ 中心市街地共同住宅供給事業 

 中心市街地における優良な共同住宅の供給を支援し、街なか居住の推進を図るため、平成１８年度に優良建築

物等整備事業に中心市街地共同住宅供給タイプを追加している。 

 予算額：優良建築物等整備事業（社会資本整備総合交付金１．４４兆円［当初予算］の内数（平成２４年度））

○ 中心市街地整備推進機構に係る税制特例（所得税・法人税・個人住民税・不動産取得税） 

 中心市街地において、都市機能の集積や優良な住宅の供給を促進するため、中心市街地整備推進機構の土地取

得に係る特例措置を講じる。 

関連する事務事業の概要 

○ 暮らし・にぎわい再生事業 

 中心市街地の再生を図るため、「選択と集中」の考え方に基づき、意欲のある地区を選定し、都市機能のまち

なか立地及び空きビルの再生並びにこれらに関連する賑わい空間施設整備や計画作成・コーディネートに要する

費用について総合的に支援する事業を平成１８年度に創設している。 

予算額：暮らし・にぎわい再生事業（社会資本整備総合交付金１．４４兆円［当初予算］及び０．２５兆円

［補正予算］の内数、地域自主戦略交付金０．６８兆円の内数（平成２４年度）） 

○ 集約都市開発支援事業 

都市の低炭素化の促進に関する法律に規定する低炭素まちづくり計画区域内で実施される認定集約都市開発

事業（都市機能の集約を図るための拠点の形成に資する事業）及び同事業と関連して実施される事業を一体的

に支援する事業を平成２４年度に創設している。 

○ 集約都市形成支援事業 

   拡散した都市機能の集約に必要な都市機能の中心拠点への移転に際し、旧建物の除却処分や跡地の緑地化等を

支援する事業を平成２５年度に創設している。 

 

測定・評価結果 

目標の達成状況に関する分析 

（指標の動向） 

指標の動向については、平成２０年度までの過去の実績値は上昇傾向であったが、平成２１年度、平成２２年度

と低調に推移している。平成２３年度は実績値が再度上昇に転じており、平成２６年度の目標値（前年度比１．０％

増）達成に向けて、引き続き事業の推進が必要である。なお、平成２４年度の実績値の算定は、平成２５年１２月

までに集計予定。 

（事務事業の実施状況） 

中心市街地の活性化を図るため、街なか居住再生ファンドを平成１７年度に創設したほか、街なか居住再生型住

宅市街地総合整備事業等の施策により街なか居住の推進を図っている。また、平成１８年度に暮らし・にぎわい再

生事業や中心市街地共同住宅供給事業を創設し、中心市街地活性化の取り組みに対する支援を行っている。このほ

か、平成２４年度より集約都市開発支援事業、平成２５年度より集約都市形成支援事業を創設し、支援を行う。 

課題の特定と今後の取組みの方向性 

業績指標は平成２６年度の目標値として、人口比率の増加率を対前年度比で１．０％増としている。前述のとお

り、平成２３年度は実績が好調に推移しており、平成２６年度における目標値の達成に向け、引き続き、中心市街
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地の活性化を総合的かつ一体的に推進すべく、支援制度の拡充、税制特例措置といった各種施策を講じるとともに、

平成２５年度に新たな措置を講じることとしているため、「Ｂ－１」と評価した。 

 

平成２５年度以降における新規の取組みと見直し事項 

（平成２５年度） 

新たに創設した事業の適切な運用に努めるほか、街なか居住に資する上記事業を引き続き推進する。 

（平成２６年度以降） 

なし 

 

担当課等（担当課長名等） 

担当課：住宅局市街地建築課（課長 杉藤 崇） 

関係課：都市局まちづくり推進課（課長 天河 宏文） 

都市局市街地整備課（課長 廣瀬 隆正） 

住宅局市街地建築課市街地住宅整備室 （室長 真鍋 純） 
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業績指標１３３ 

 物流拠点の整備地区数 

 

 

（指標の定義） 

流通業務市街地の整備に関する法律（昭和４１年法律第１１０号）による流通業務団地造成事業及び土地区画整理

事業により整備された物流拠点の地区数 

（目標設定の考え方・根拠） 

総合物流施策大綱（２００９－２０１３）において掲げられた「今後推進すべき物流施策」の進捗状況を反映し、

平成２８年度までに実施予定の事業により見込まれる成果から設定 

（外部要因） 

地元との調整等 

（他の関係主体） 

 地方公共団体等（事業施行者） 

（重要政策） 

 【施政方針】 

  なし 

 【閣議決定】 

  なし 

 【閣決（重点）】 

  なし 

 【その他】 

  なし 

 

 

 

過去の実績値 （年度）

Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ 

５１％ 

（４１地区） 

６０％ 

（４８地区） 

６６％ 

（５３地区） 

７３％ 

（５８地区） 

７９％ 

（６３地区） 

８３％ 

（６６地区） 

 

 
 

事務事業の概要 

主な事務事業の概要 

○流通業務市街地の整備の推進 

流通業務市街地の整備に関する法律の適切な運用等に基づき、流通業務市街地の整備推進を図る。 

○税制上の特例措置 

特定の事業用資産の買換え等の特例措置（所得税、法人税） 

・流通業務地区内の一定の流通業務施設等についての非課税（特別土地保有税）等 

評 価 

 

Ａ－２ 

 

目標値：１００％（８０地区）（平成２８年度） 

実績値： ８３％（６６地区）（平成２４年度） 

初期値： ７９％（６３地区）（平成２３年度） 
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関連する事務事業の概要 

○土地区画整理事業の活用 

土地区画整理事業手法等の活用等により、ＩＣ周辺等における物流施設用地の整備推進を図る。 

 

測定・評価結果 

目標の達成状況に関する分析 

（指標の動向） 

平成２４年度までの実績値は６６地区であり、前年度比で３件増加している。平成２４年度に完了予定だった区

画整理事業で事業延伸を行った地区が４地区あったため前年度比の件数は過去実績値によるトレンドより少ない

ものの、土地区画整理事業全体は順調に推移しており、平成２８年度の目標値達成に向け、着実に推移している

と見込まれる。 

（事務事業の実施状況） 

流通業務立地等の円滑化を図るため、主として物流拠点の整備を行う地方公共団体から構成される流通業務市街

地整備連絡協議会等において、意見交換や普及促進等を行うとともに、社会資本整備総合交付金等の支援制度の

活用により物流用地の整備を推進するなど、物流拠点の整備に資する取組を実施している。 

課題の特定と今後の取組みの方向性 

業務指標の実績値は目標達成に向け着実に推移していると見込まれ、現在の施策を着実に推進することが適切で

あることから、Ａ－２と評価した。今後も、現在の施策を着実に推進していく。 

 

平成２５年度以降における新規の取組みと見直し事項 

（平成２５年度） 

 なし 

（平成２６年度以降） 

 なし 

 

担当課等（担当課長名等） 

担当課：都市局市街地整備課（課長 廣瀬 隆正） 
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業績指標１３４ 

 主要な拠点地域における都市機能集積率の増減率 

 

 

（指標の定義） 

都市機能の拡散・集積の動向を評価する指標として、人口１０万人以上の各都市の市域全体における延べ床面積に

占める主要な拠点地域※１における延べ床面積の割合の増減率を算出する。 
 

※１ 一定の基盤整備がなされている、もしくは拠点形成に向け市街地整備等が行われている主要な中心市街地及び交通結節点

   周辺等を地方公共団体より４次メッシュ（５００ｍメッシュ）単位でヒアリングしたもの 

 

（目標設定の考え方・根拠） 

人口減少時代を迎え、全体的な床需要は減少する中、主要な拠点地域においては、施策を講じることにより都市機

能の維持・集積を図り、中心市街地の衰退・都市機能の拡散に歯止めをかけることを目標とする。 

（外部要因） 

地元調整（権利者との権利調整等）、不動産の需要動向等 

（他の関係主体） 

 地方公共団体（事業主体等）、民間等（事業主体） 

（重要政策） 

 【施政方針】 

  なし 

 【閣議決定】 

  ・日本再興戦略（平成２５年６月１４日） 

  一．日本産業再興プラン ５．立地競争力の更なる強化 ④都市の競争力の向上 

 【閣決（重点）】 

  なし 

 【本部決定】 

  なし 

 【政府・与党申合】 

  なし 

 

 

過去の実績値 （年度）

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ 

― 

（集積率約

４％） 

前年度比 

＋０％ 

（約４％） 

前年度比 

＋０％ 

（約４％） 

前年度比 

＋０％ 

（約４％） 

前年度比 

＋０％ 

（約４％） 

前年度比 

＋０％ 

（約４％） 

集計中 

 

-2

-1

0

1

2

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

（％）
主要な拠点地域への都市機能集積率の増減率

 
 

 

 

 

評 価 

 

Ａ－２ 

 

目標値：前年度比＋０％以上（毎年度） 

実績値：前年度比＋０％（平成２３年度） 

初期値：－  
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事務事業の概要 

主な事務事業の概要 

○集約型都市構造への転換に向け、都市交通や市街地整備など多様な分野の関係施策を連携していくとともに、各

地で説明会や意見交換会を行い、市町村を中心とした総力戦で取り組む体制の構築を促進する。 

関連する事務事業の概要 

○中心市街地や公共交通軸上の主要駅周辺等において、徒歩・自転車交通圏内に多様な都市機能が集積した魅力的

な拠点的市街地が形成されるよう、都市機能の適切な立地誘導等を図りつつ、市街地の整備改善、都市福利施設の

整備、街なか居住の推進、商業等の活性化等の支援措置を重点的に推進する。 

 

測定・評価結果 

目標の達成状況に関する分析 

（指標の動向） 

平成２３年度の実績値は目標である前年度比＋０％以上を達成しており、平成２４年度の実績値についても、目

標達成に向け順調に推移していると見込まれる。 

（事務事業の実施状況） 

平成１９年７月２０日の社会資本整備審議会「新しい時代の都市計画はいかにあるべきか（第二次答申）」にお

いて、集約型都市構造の実現に向けて、今後取り組むべき課題や目指すべき方向性が提示されたのを踏まえ、今後

の制度のあり方などについて検討し、関係施策と連携してより適切な市街地整備事業などを進めているところであ

る。 

課題の特定と今後の取組みの方向性 

業績指標の実績値は目標達成に向け順調に推移していると見込まれており、現在の施策を着実に推進することが

適切であることからＡ－２と評価した。今後も着実に基盤整備等を進めるとともに、関連する支援措置をあわせて

行っていく。 

 

平成２５年度以降における新規の取組みと見直し事項 

（平成２５年度） 

 なし 

（平成２６年度以降） 

 なし 

 

担当課等（担当課長名等） 

担当課： 都市局市街地整備課（課長 廣瀬 隆正） 

関係課： 都市局まちづくり推進課（課長 天河 宏文） 

都市局都市計画課（課長 和田 信貴） 

都市局街路交通施設課（課長 清水 喜代志） 

住宅局市街地建築課（課長 杉藤 崇） 
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業績指標１３５ 

 在宅型テレワーカー（ＩＴを活用して、場所と時間を自由に使った柔軟な働き方を週８時間以上する人のうち、自

宅を含めてテレワークを行っている人）人口 

 

 

（指標の定義） 

テレワーカーとは、ＩＴを活用して、場所と時間を自由に使った柔軟な働き方を週８時間以上する人とする。在宅

型テレワーカーとは、テレワーカーのうち、自宅を含めてテレワークを行っている人とする。 

（目標設定の考え方・根拠） 

大都市圏の通勤混雑や一極集中などの課題について国土交通省として広域的な視点から取り組むとともに、政府が

推進するワーク・ライフ・バランス、男女共同参画型社会、高齢者・障害者の社会参画等を着実に進めることを目的

としてテレワークを推進していることから、政府目標である「新たな情報通信技術戦略 工程表」（Ｈ２２．６、Ｉ

Ｔ戦略本部）における「２０１５年までに在宅型テレワーカーの人口を７００万人とする。」を目標として設定。 

（外部要因） 

該当なし 

（他の関係主体） 

 総務省、厚生労働省、経済産業省 

（重要政策） 

 【施政方針】 

 第１６６回国会における内閣総理大臣施政方針演説（平成１９年１月２６日） 

「意欲と能力のある女性が、あらゆる分野でチャレンジし、希望に満ちて活躍できるよう、働き方の見直しやテ

レワーク人口の倍増などを通じて、仕事と家庭生活の調和を積極的に推進します。」 

 第１８３回国会における内閣総理大臣施政方針演説（平成２５年２月２８日） 

  「将来の資源大国にもつながる海洋開発、安全保障や防災など幅広い活用ができる宇宙利用、テレワークや遠隔

医療など社会に変革をもたらし得るＩＴ活用。日本に「新たな可能性」をもたらすこれらのイノベーションを、省

庁の縦割りを打破し、司令塔機能を強化して強く進めてまいります。」 

 【閣議決定】 

 経済財政改革の基本方針２００７（平成１９年６月１９日） 

「テレワーク人口倍増アクションプラン」を着実に推進するなど、テレワーク普及に向けた総合的な支援環境整

備を図り、平成２２年までにテレワーク人口倍増を実現する。 

 世界最先端ＩＴ国家創造宣言（平成２５年６月１４日） 

 「２０２０年には、（略）週１日以上終日在宅で就業する雇用型在宅型テレワーカー数を全労働者数の１０％以上」

 【閣決（重点）】 

なし 

 【その他】 

○ＩＴ新改革戦略（平成１８年１月 ＩＴ戦略本部決定） 

 「２０１０年までに適正な就業環境の下でのテレワーカーが就業者人口の２割を実現」 

 ○新たな情報通信技術戦略（平成２２年５月 ＩＴ戦略本部決定） 

 「高齢者や障がい者などの社会参加の促進や子育て・介護のために休職を余儀なくされている女性など様々な働き

方を希望する者の就業機会の創出及び地域活性化等に資するテレワークの一層の普及拡大に向け、環境整備、普及

啓発等を推進」。 

○新たな情報通信技術戦略工程表（平成２２年６月 ＩＴ戦略本部決定） 

 「２０１５年までに在宅型テレワーカーを７００万人とする」 

 ○世界最先端ＩＴ国家創造宣言工程表（平成２５年６月 ＩＴ戦略本部決定） 

 「２０２０年には、（略）週１日以上終日在宅で就業する雇用型在宅型テレワーカー数を全労働者数の１０％以上」

 

過去の実績値 （年度）

Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ 

４７％ 

（約３３０万人） 

４９％ 

（約３４０万人） 

４６％ 

（約３２０万人） 

７０％ 

（約４９０万人） 

１３３％ 

（約９３０万人） 

 

評 価 

 

Ａ－２ 

 

目標値：１００％（約７００万人）（平成２７年度） 

実績値：１３３％（約９３０万人）（平成２４年度） 

初期値： ４６％（約３２０万人）（平成２２年度） 
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事務事業の概要 

主な事務事業の概要 

・テレワークの推進 

 テレワーク人口実態調査やテレワークセンターに関する調査、普及啓発活動等を実施し、テレワークの普及促進

を図る。 

  予算額：０．５億円の内数（平成２４年度） 

関連する事務事業の概要 

該当なし 

 

測定・評価結果 

目標の達成状況に関する分析 

（指標の動向） 

平成２４年度実績値は約９３０万人で、前回調査時（平成２３年度）から４４０万人の増加を示している。 

（事務事業の実施状況） 

テレワーカー率・テレワーカー人口やテレワーク普及・推進に係る課題等を定量的に把握するためのテレワーク

人口実態調査及びテレワークセンター整備に係る検討などのテレワーク推進方策の検討並びにテレワークを普

及・推進するための普及啓発活動を継続的に実施し、テレワークの普及促進に努めてきた。 

課題の特定と今後の取組みの方向性 

業績指標である在宅型テレワーカー人口は、平成２４年度は昨年度からほぼ倍増となり、目標値〔２０１５年（平

成２７年）までに７００万人〕を目標年より３年早く達成したが、より一層の普及に向けて、平成２５年度も引き

続き施策を実施していくことが必要であることから、Ａ－２と評価した。 

また、「世界最先端ＩＴ国家創造宣言」（平成２５年６月１４日閣議決定）により、２０２０年までに週１日以上

終日在宅で就業する雇用型在宅型テレワーカー数を全労働者数の１０％以上とするという新たな目標が掲げられ

たため、今後も関係各省・団体等と連携しながら、より効率的・効果的なテレワーク推進方策の検討、テレワーク

の普及拡大に向けた環境整備、普及啓発等を推進する関係各省が連携し、テレワークの一層の普及拡大に向けた環

境整備、普及啓発等を推進する。 

 

平成２５年度以降における新規の取組みと見直し事項 

（平成２５年度） 

 なし 

（平成２６年度以降） 

 なし 

 

担当課等（担当課長名等） 

担当課：都市局都市政策課（課長 黒川 剛） 
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